
１　公的雇用をめぐる論点

１．１　縮小傾向にある公的セクター

　１９７０年代に生じたマクロ経済変動を受けて，

１９８０年代以降先進国は公的セクターの運営のあ

り方を見直し，多かれ少なかれその規模を縮小

する方向に舵を切った。いわゆる「福祉国家の

黄金時代」の終焉である（Esping-Andersen 

１９９９）。その背景には，OECD諸国が軒並み経

済成長を鈍化させるなかで政府が税収の伸び悩

みに直面したこと，そして人口の高齢化による
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労働力人口の低下，それに応じた社会保障費の

負担増が始まったことがある。

　OECDが主導した「New Public Management」

およびそのニューバージョンである「政府部門

の近代化」の提唱（Matheson & Kwon ２００３）

は，各国ごとに異なった対応を生み出しながら

も，公的部門の縮小圧力を多くの国にもたらし

た。当のOECDは，より有効性の高い政府を促

進すべく基礎的なデータの整備を行なってお

り，その成果の一部は OECD（２００８，２００９， 

２０１１a）などに現れている。

　こういった中改めて注目されてきたのが，日

本の公的セクターの特異性である。野村総合研

究所（２００５）やOECD（２００９，２０１１a）において＊立命館大学産業社会学部准教授

公的セクターへの信頼の分析
─世界価値観調査による国際比較を通じた日本の特徴─

筒井　淳也＊

　OECDの他の国々と比べて日本では公的セクターの雇用が極めて少ないレベルにある。それにもか
かわらず日本では公的セクター（特に公務員）を削減すべきだとする世論が強い。その背景には，こ
れも先進国で最低レベルにある公的セクター（政治と行政）への信頼の低さがある。本論文では日本
における公的セクターへの信頼の低さを統計学的に確認した上で，さらに２つの問いに展望を与え
る。ひとつは公的セクターへの信頼の低さが，それを批判する立場にある報道機関への信頼の高さに
よって生じているのではないかという仮説の検証である。世界価値観調査のマイクロデータを使った
分析を通じて，報道機関への信頼と公的セクターへの信頼が基本的に正の関係にあることが確認され
たので，この仮説は棄却された。もうひとつは，国際比較の記述統計によりしばしば確認されてきた
事実，すなわち公的セクターのガバナンスの質の低い国の方が国民の公的セクターへの信頼が高くな
るという逆説の検証である。ガバナンスと信頼の逆説については，基本的に逆説的な関係が見出され
たものの，その説明のためにはより詳細な分析が必要であることがわかった。
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明らかなように，日本の公的セクターの規模

は，少なくとも財政規模や雇用規模の面から見

れば決して大きなものではない。それどころか

OECD諸国の中では最も小さい部類に入る。確

かに，高齢化と税収の悪化を受けて社会保障支

出の対GDP比が増加傾向にあるとはいえ，公

的セクターの人員規模は先進国では最小であ

る。

　図１は，OECD諸国について，横軸に税収の

GDP比，縦軸に一般政府の労働力人口比をプ

ロットしたものである（一般政府の労働力人口

比はOECD（２０１１b），税収のGDP比はOECD

（２０１０）を参照）。一般政府雇用とは，中央政府

と地方政府における雇用である。雇用規模から

すれば，日本（JPN）は韓国（KOR）に次いで

「小さな政府」である。また，この事実は公的

企業を含めた公的セクター全体で見てもほとん

ど変わらない（OECD ２０１１a：１０３頁）。図中の

直線はOLSのリニア・フィットであり，日本の

税収の規模からみたOECDの平均的公的セク

ター雇用規模（点線で示した）が約１割である
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ことを考えても，６.７％という雇用はかなり小

さいことが分かる。

　公務員の数は，さらに縮小傾向にある。一般

政府に雇用された人員の労働力人口比は，２０００

年において７.７％だったのが，２００８年までに

６.７％に低下している。ILOの統計によれば，そ

の絶対数も低下傾向である（２００１年で約５２４.５

万人，２００６年で約４４４.９万人）。その背景にある

のが，多くの党を超えて支持されている公務員

削減の動きである。自民党は２００５年に，１０年間

で国家公務員の数を１０％（８.１万人）削減する方

針を決定し，その一部は実行に移された。民主

党も同じく，２０１０年のマニフェストで公務員の

人件費２０％カットを基本方針に掲げている。第

３次小泉内閣発足に伴って２００６年にNHKによ

って行われた世論調査でも，「新内閣に最優先

で取り組んでほしいこと」として，「社会保障

政策」の４２％に次いで１５％の回答者が「公務員

削減などの行政改革」を選択している。同調査

において「税制改革」を選択した人は９％，こ

の時点で顕在化していた「少子化問題」への対

図１　税収（GDP比）と一般政府の労働力人口比
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処については６％であり，ここからいかに公務

員削減が国民的な支持を得ている政策であるか

がうかがい知れる。

１．２　公務員削減論の背景

　規模の上でかなり小さいにもかかわらず，公

的セクター削減圧力が極めて強く，また持続的

に存在するのはなぜなのだろうか。考えられる

要因の一つは，民間に比べて，あるいは他国と

比べても高いと言われている公務員の賃金であ

ろう。野村総合研究所（２００５）では，政府の歳

出と比べた公務員総人件費は２００２年時点で１７％

（GDP比で６％）であり，これはイギリスやド

イツとほぼ同じ水準であるが，人口あたりの公

務員数が両国よりもかなり少ないことを勘案す

れば，相対的な給与水準は高いと推測されてい

る。

　ただし，この相対的な給与水準は総人件費を

一人あたりで換算した際の数字であり，公務員

のパフォーマンスを反映した賃金水準で比較が

なされているわけではない。もし国民が十分に

合理的であるのなら，いくら公的セクターの人

件費が他国に比べて高くても，それに見合う福

祉の向上を実現できているのならば，それを不

満に感じることはないだろう。公務員のパフォ

ーマンスを測定することは難しいため，実際に

は人的資本（学歴等）や労働投入量を勘案した

水準の比較をすることになるのだろうが，こう

いった研究は現時点ではほとんど存在しない。

そのため本論文でも判断を留保するが，少なく

とも一般政府の職業構成が日本と他のOECD

諸国では大きく食い違っており，そういった公

的セクターの職業構成の相違を考慮した分析が

なされるべきであろう。

　公的セクターへの風当たりが強いもう一つの
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理由として，メディアの言説のあり方を考える

こともできるかもしれない。公務員の仕事や生

活の「ムダ」を指摘する言説は少なくない１）。

先ほど言及した国民世論を下敷きにして，ある

いは世論を形成しつつ，マス・メディア言説が

公務員削減を助長している可能性がある。日本

のマス・メディア報道は必ずしも客観的な数値

や国際比較データをもとに行われるわけではな

いので，そういった報道に導かれた国民世論が

公務員削減政策に疑問を抱かないのではないか

と推測できる。

　マス・メディアの報道の影響もあるだろう

が，日本の公的セクターについては規模の小さ

さ以外にもう一点顕著な特性がある。それが，

国民が抱く公務員や政治家に対する信頼のなさ

である。図２は，後述する「世界価値観調査」

のデータから，行政（公務員），政府，新聞・雑

誌（報道機関）への信頼の強さをスコア化し，

国別の平均値を単純にプロットしたものである

（データやスコアの詳細については後述する）。

左から行政への信頼スコアが高い順に並べてあ

る。対象国は２０１１年時点でOECDに加盟して

いる国のうち，調査に参加しておりデータが得

られる国に，同じくデータが入手可能であった

台湾と香港を加えた２６ヶ国である。

　まず行政への信頼スコアをみると日本は１.２４

で，下から４番目に低い。政府への信頼は１.１４

と行政への信頼よりもスコアが低いが，相対順

位としては下から７番目である。逆に日本では

報道機関への信頼は極めて高く（スコアは

１.７０），上から３番目である。

　他の先進社会と比べて低水準にある公的セク

ターへの信頼が，世論としての公務員削減政策

の支持の背景にあるということがうかがえるだ

ろう。本論文では，公的セクター，特に行政へ



の信頼度について国際比較分析をすることを通

じて，日本における公的セクターへの不信のメ

カニズムについて一定の知見を得ることが目的

である。

２　公的セクターと信頼

２．１　組織信頼の概念

　公的セクターへの信頼について分析する前

に，信頼という概念について最低限の整理をし

ておこう。

　信頼とは，他者あるいは集団・組織に対して

何らかのかたちで委託を行うときに必要になる

メカニズムの一つである。基本的に新古典派ミ

クロ経済学の立場から出発する新制度派経済学

の理論からすれば，その場限りの（したがって

典型的な市場における）取引ではないかぎり，

他者の行動を当てにすることはいわゆるコミッ

トメント問題を引き起こすことがある
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（Milgrom & Roberts １９９２＝１９９７）。したがって

契約その他によって相手の行動を拘束する必要

がある。

　国民からすれば公的セクターの人員はエージ

ェント（委託先）であり，その行動を拘束する

のは根本的には法律と監視である。監視は主に

マス・メディアによって行われる。不適切な行

動は何らかのサンクションを通じてエージェン

トに不利益をもたらす可能性があるため（政治

家が次回の選挙で落選したり，公務員が解雇さ

れたり），制度をうまく機能させている限りは

エージェントが適切に振る舞うことが合理的に

なる。

　とはいえ，池田謙一（２０１０）らが指摘するよ

うに，このようなメカニズムによる委託は山岸

の分類で言えば「安心」に分類されるものであ

り，いわゆる狭義の信頼とは区別される（山

岸 １９９８，１９９９）。確かに日常的にも，ある他者

が自分を裏切れば他者自身が損をすることが分
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かっている状態で自分が他者の行動にコミット

しても，それをもって自分が他者を「信頼」し

ているとは言わないだろう。極端な例えをする

と，部下がきちんと仕事をしているかどうかを

見張っている上司が部下を信頼しているとは言

わないのと同じである。この意味で安心のメカ

ニズムは，いわば相手の行動を拘束する制度や

メカニズムへの信頼であり，そういった制度が

存在しない場合でも相手は適切に振る舞うだろ

うという「人格への信頼」ではない。

　したがってある人が「公務員を信頼してい

る」というときは，その人は公務員の行動を拘

束する様々な制度の有効性に信を置いている

か，あるいは制度による拘束が欠けた状態，拘

束が行き届かない裁量的行動や意思決定の場面

においても人格のレベルで適切に振る舞うだろ

うという予測をしているのか，あるいはその両

方であるか，ということになる。人格への信頼

には本来的に倫理的側面がある。「公務員や政

治家の倫理」を私たちが問題にするときは，私

たちは彼らの行動を拘束する制度ではなく，彼

らの心構えを問題にしているのである。他方で

私たちが「行政改革」を支持するときは，明示

的にか暗示的にかにかかわらず，たいていの場

合彼らの心構えが信頼できないことを表明して

いるのである。

　山岸自身は，他者に対する期待をまず能力

（課題を実行する能力）に対する期待と意図に

対する期待に分け，さらに後者を「安心」と

「信頼」に分けている（山岸 １９９８）。しかし意

図（心構え）に依存しないという意味では，能

力に対する期待は「安心」，つまり人やメカニ

ズムが適切に作動することへの信頼であると整

理できる。政治家であれば，政策の知識や統率

力の面で実行能力のある人であるかどうか，公
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務員であれば与えられた行政上の課題を効率よ

く遂行する能力があるかどうか，が安心にとっ

て重要になる。後者においては，適切な人的資

本の配分メカニズム（公務員の人事管理システ

ム）によって能力のある人材が活躍できている

かどうかが，組織に対して人々が「安心」でき

るかどうかの判断基準のひとつになるだろう。

　人的資本の管理制度を除けば，契約や制度，

そして監視によって公務員の行動をコントロー

ルすることは多くの場合純粋なコスト（委託を

成立させるための取引費用）であり，そういっ

た作業自体が公的セクターの生産性に寄与する

ことはない。それどころか，池田（２０１０）のい

うとおり，制度によって外在的に行動を拘束す

ることはエージェントのモラールを低下させ，

結果的にコントロール可能性を低下させること

さえ考えられる。

　このように考えれば，公的セクターという大

規模な組織に対する信頼が低下することは，国

民の福祉の観点から見て不都合であることが予

測できる。政治への不信は政府の政策実行コス

トを高めることを通じて，その円滑な運営を妨

げることにつながりうるからである。不信によ

る政治・行政コストの増大を直接実証した研究

はないが，政府への信頼の効果についての研究

はいくつか存在する。

　J. Edlund（２００６）は，スウェーデンを対象と

し，国民に政府のキャパシティに対する信頼が

強い場合に，一部の集団において公的支出を伴

う福祉政策への支持が促進されることを示唆し

た。T. J. Rudolph & J. Evans（２００５）はアメリ

カを対象とした調査結果を用いて，政府への信

頼が政府支出への支持を促す効果は保守層にお

いてより強いことを明らかにした。T. G. 

Jakobsen（２０１０）はOECD諸国を対象とした国



際比較研究である。国の公的セクターのサイズ

とその国民の政治的態度のとのあいだの関係が

組織（政治）信頼によって媒介されているとい

うモデルが検証されている。政治ではなく経済

面では，松本渉（２００６）が，１９９０年代以降のア

カデミズムにおいて人々の信頼と経済成長との

あいだの関係というアジェンダが浮かび上がっ

てきたことを指摘している。

　このように実証レベルでは，何が信頼／不信

を決定するかではなく，信頼がどういった影響

を持つのかという観点からの分析の方が研究の

数が多い。その背景にあるのが，パットナムに

よる一連の社会関係資本研究である（Putnam 

２０００＝２００６；Putnam et al. １９９３＝２００１）。パッ

トナム自身は社会参加，信頼，機能する政治と

のあいだの関係を論じたが，その後の社会関係

資本研究では，社会関係資本の重要な要素とし

ての信頼が社会の様々な機能を促進する可能性

について検討されるようになった。

　他方で政府への信頼を説明する実証研究にも

多数のものがあるが，国際比較データに基づい

たものはそれほど多くはない。

　小池治（２０１０）は，アジア・バロメーター

（猪口ほか ２００５）や世界価値観調査のデータか

ら，日本と韓国への制度・政府への信頼は，中

国やインドといった他のアジア諸国に比べて極

端に低いということを確認している。さらに，

世界銀行の研究グループが提起した（本論文で

も用いる）「ガバナンス指標（Worldwide 

Governance Indicators）」（Kaufmann et al. 

２０１０）やTransparency Internationalが提起する

CPI（腐敗認識指数）のデータを援用しつつ，

「アジアにおいては，政府への信頼の高さと民

主主義の間にはほとんど関係がない」こと，む

しろ開発主義国家における権威主義的体制が，
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「信頼に値しない政府が信頼されている」とい

う一見矛盾した状況を説明している，と述べて

いる。

　「アジア・ヨーロッパ世論調査」を分析した

猪口 孝（２００３）においても，アジアにおいては

民主的な国ほど民主的組織（政党，国会）に対

する信頼が低いことが記述統計において確認さ

れている。

　日本のデータを用いた政治信頼についての研

究としては，善教将大（２００９）が信頼に関する

時系列的な変化から，政治スキャンダルや政局

の不安定化が政治不信につながっている可能性

を示唆している。

２．２　報道機関への信頼の高さ

　マス・メディアと政治との関係は，マス・メ

ディアが発達し始めた当初から重要な議題であ

った（Lippman １９２２＝１９７８）。マス・メディア

の重要な役割は，政治や行政における作業，決

定，そして結果をモニタリングし，国民に伝え

ることである。監視のメカニズムには様々なも

のがあるが，先進社会で最も重要なのはマス・

メディアによる報道の役割であろう。World 

Wide Webの普及で政党，政治家や行政機関が

直接に情報を提供する回路が開かれたとはい

え，人々は相変わらず無数にある情報から取捨

選択して価値付けを行うという作業をマス・メ

ディアに委託している。

　ここで報道機関への信頼と公的セクターとの

関係について，二方向の考え方をすることがで

きるだろう。ひとつは相補的な役割があると考

える方向性である。つまり，信頼に足る報道機

関が適切にモニタリングを行うことで，人々の

政治や行政に対する信頼が増進するという方向

性である。もうひとつは敵対的関係であり，こ



の関係が優勢であるときは，もし政治や行政に

不備がある場合，報道機関が公的セクターの

「実情」について報道すればするほど政治や行

政に対する信頼は失われることになる。

　また，現実の公的セクターの不適切性が報道

によって公的セクターへの不信に結びつくため

には，報道機関が人々によって信頼されている

という条件が必要であろう。さもなければ人々

は報道機関以外の監視メカニズムをあてにする

か（投票などの政治的意思決定制度，ロビー活

動，ネオ・コーポラティズム的な政労使の協

議，市民オンブズマンなど），そうではない場

合政治や行政に対する判断を保留するだろう。

　図２が示す日本国民のもう一つの特徴は，報

道機関への信頼度が非常に高いことであった。

「公的セクターへの不信と報道機関への信頼」

というデータから推測できることは両者の敵対

的な関係の存在であるが，日本だけが例外なの

かもしれないし，そもそもマクロデータにあり

がちな擬似相関である可能性もあるため，マイ

クロレベルのデータを分析することで，バイア

スを小さくした上で両者の関係を検証する必要

があるだろう。

２．３　本論文の問い

　以上を受けて，本論文では次のような問いの

検討を行う。

　第一に，いわゆるデモグラフィック要因を統

制した上でも日本の公的セクターへの信頼は他

国に比べて低いのか，という問いである。国別

に集計されたデータにおいて，日本と韓国で公

的セクターへの信頼が小さいことはすでに指摘

されているが，集計データはその中に含まれる

個々の観察データの構成（内部変動要因）によ

って影響を受けるため，個体の属性を一定にそ
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ろえたうえで比較しなければならない。

　次は，もし国レベルで統計学的に意味のある

程度の信頼度の違いが認められた場合，それが

いかなる要因によって生じているのかを追究す

る必要がある。ここでは上記を受けて，国ごと

の政府の特性の指標である「ガバナンス指標

（後述）」と「報道機関への信頼性」の効果を主

に検討する。

　本来ならば，実証分析に入る前に問いに対応

した理論仮説を準備すべきであるが，以下で述

べる理由から，本論文はあらかじめ仮説を設定

するのではなく，データの分析後の解釈まで考

察を先延ばしする。その意味では本論文は仮説

検証型の研究ではなく，いわば探索的な研究で

ある。その理由とは，国際比較可能なデータを

対象とした公的セクターへの信頼の分析がまだ

少なく，検証すべき仮説を設定するだけでも十

分な貢献として認められると思われることであ

る。これにより，分析によって何らかの（統計

学的に無視できない）傾向性が確認できたとし

て，それは少なくとも今回説明要因として用い

た要因以外の要因によって説明されるべきであ

る，というところまでは分かるわけである。

　本論文ではまず「個人属性を統制しても日本

は他国より公的セクターへの信頼が低いかどう

か」を検証するが，そういった信頼度の差がい

かなる要因によって説明されるか，つまり個人

属性の差ではないいかなるマクロ要因によって

説明できるのかについては，有力な理論の候補

が存在しないといってよい。報道機関への信頼

はひとつの仮説であるが，仮に「公的セクター

への信頼が低く，報道機関への信頼が高い」国

が日本以外に見当たらないのならば，その説明

は数値化が可能な何らかの指標によってではな

く，むしろ日本という国特有の事情によって説



明されるべきものである，ということになる。

　いずれにしろ，本論文では日本の位置づけを

説明することではなく，日本の位置づけを（よ

りバイアスの小さなかたちで）確認することが

目指される。この作業を通じて，日本人の公的

セクターへの態度がそもそも他国でも見られる

ような現象なのかどうかを見極め，その後の研

究のスタートラインを設定することができると

思われる。

３　分析

３．１　データと分析手法

　データは「世界価値観調査」（World Value 

Survey）の１９８１-２００８累積データのうち，多く

の国でデータを得ることができるwave２以降

のもの（wave２が１９８９年から１９９３年に実施，

wave３が１９９４年から１９９９年に実施，wave４が

１９９９から２００４年に実施，wave５が２００５-２００７年

に実施）を使用する。調査方法，標本サイズ，

有効回答率などはwaveや各国で多様であるた

め，詳細については電通総研（２００８）などを参

照してほしい。

　被説明変数（後述する「行政への信頼」）の観

察数は８３ヶ国，２１万３５９４人であるが，実際の推

定においては投入する説明変数の欠損の状態に

応じて使用する観察ケースの数は変動する。

国，waveごとの観察数は表１に示した。

　使用した被説明変数，説明変数の基本統計量

については，一覧を表２に示したので参照して

ほしい。

　被説明変数は「行政への信頼」と「政府への

信頼」である。具体的には，“I am going to 

name a number of organisations. For each 

one, could you tell me how much confidence 
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you have in them: is it a great deal of 

confidence, quite a lot of confidence, not very 

much confidence or none at all?”という質問へ

の回答を，様々な組織について尋ねたものであ

る。以下の分析で使用するのは「行政（the 

civil services）」「政府（the government）」「新

聞・雑誌（the press）」への回答を利用した２）。

回答データは順序カテゴリーであるが，ここで

は先程の回答カテゴリーを０から３の数値に置

き換えたスコアを分析している（０が“none 

at all”）。このため分析結果の受け止めには一

定の留保が必要であるが，観察数が非常に多

く，また後述のように推定方法に最尤法を用い

るため，計算にかかるコストを考えて，回答を

連続変量とみなして分析することにした。

　説明変数は「報道機関への信頼」変数，調査

年，個人属性変数（性別，年齢，有配偶，世帯

所得スケール，教育レベル，就業状態），そして

マクロレベル変数（一人あたり GDPおよび

WGI（後述））である。

　調査年は２００８年調査をリファレンス・カテゴ

リーとするダミー変数として投入している。調

査時点の時間的な影響が国によって異なる場合

は国との交互作用をモデル化すべきかもしれな

いが，モデルが煩雑になり，また自由度も多く

失われるので，ここではシンプルにダミーのみ

を投入しておく。調査タイミングの影響を加味

した詳細な分析は，次の課題としたい。

　性別は男性の場合に１，女性の場合に０をと

るダミー変数として投入している。年齢は非線

形的効果を持ちうるので１０歳刻みのダミー変数

としている。リファレンス・カテゴリーは３０歳

台である。有配偶は，有配偶の場合に１，それ

以外（離婚や死別を含む）において０をとるダ

ミー変数である。



　世帯所得への回答はプリコードされたカテゴ

リーであるが，カテゴリーの区切りは国によっ

て異なる（ただしいずれの国でも原則１０個の階
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層を設けている）。ここでは所得は統制変数で

あり，簡便のため最も世帯所得階層が低いグル

ープを１，最も高いグループを１０として，連続

表１　国とwaveごとの観察数

Wave５:
２００５-２００７

Wave４:
１９９９-２００４

Wave３:
１９９４-１９９９

Wave２:
１９８９-１９９３

国名
（ISO 
３１６６-１ 
alpha-３）

８８０６９２ALB
９９４AND
９７３１,２３５１,０３０１,００２ARG

１,８９９ARM
１,３９７２,００１AUS

１,７２３AZE
１,３０３BFA

１,４８５１,３５９BGD
９２９９３７BGR

１,１６９１,１５３BIH
１,８６８１,００７BLR

１,４７７１,１４０１,７７５BRA
１,９９５１,８４８CAN
１,２０４１,１４２CHE
９６３１,１６７９６７１,５００CHL
１,７１６７２０９０３CHN
２,８８５５,８８４COL
１,０４９CYP

１,１２２９２２CZE
１,９８４１,９７１DEU

３８７DOM
１,２０１DZA

２,８２３２,７６３EGY
１,１４３１,１４８１,１５０１,４８９ESP

９７５EST
１,３１３ETH
１,００１９６３FIN
１,００１FRA
９４７GBR
１,３００１,９１２GEO
１,４６５GHA
９６８GTM
１,２０５HKG

１,１１８HRV
６２２HUN

１,８９９９６３IDN
１,４０８１,５６１１,５５８２,３９９IND
２,６１５１,９６９IRN
９８３ITA
１,０２９１,０６９JOR
１,０１１１,２４９９７３９９４JPN

１,０３７KGZ
１,１９８１,１４９１,２４３１,２３５KOR

Wave５:
２００５-２００７

Wave４:
１９９９-２００４

Wave３:
１９９４-１９９９

Wave２:
１９８９-１９９３

８６１LTU
１,１４９LVA

１,１２８１,９１３MAR
１,０００９４４９０２MDA
１,５１９１,３７６２,３３４１,５０６MEX

１,０２０９１５MKD
１,２８８MLI
１,２００MYS

１,９６７１,８８０９９３NGA
１,００１NLD
１,０１６１,１１６NOR
８３８１,０８２NZL

１,４６６７３３PAK
１,４４３１,４６２１,１２１PER

１,１８１１,１８０PHL
９１７１,０２５８７５POL

６９９１,１３８PRI
１,６５３１,１１９ROU
１,８３３１,８６２１,７９３RUS
１,３９１RWA

１,３９０SAU
１,０５９４６５SVK

９６８９４５SVN
８５６９４６９２５SWE
１,５３０THA
９７４TTO
１,２８９３,３３１１,８６１１,００４TUR
１,２２０７５０TWN

１,０２８TZA
９０１UGA

８６４２,３９４UKR
９６５１,０００URY
１,２０３１,１３２１,３６５USA

１,１７６１,１４９VEN
１,３４３９３１VNM
２,８３２２,７４７２,６５４２,４６７ZAF
１,３８５ZMB

９００ZWE

７３,８３４４９,１２３６８,３０８２２,３２９

２１３,５９４合計



変量としてモデルに投入しているため，数値の

解釈においては留意してほしい。

　各国の教育制度が異なるために教育レベル変

数の利用には一定の考慮が必要だが，ここでは

最も一般的な「初等／中等／高等」という区分

を用いる。リファレンス・カテゴリーは「中

等」である。就業状態のリファレンス・カテゴ

リーは「フルタイム雇用」である。

　政府のガバナンスの状態を示す指標として，

ここでは世界銀行の研究の一貫としてカウフマ
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ンらが作成した「世界ガバナンス指標

（Worldwide Governance Indicators，以 下

WGI）」を用いる（Kaufmann et al. ２０１０）。WGI

は６つのコンポジット指標によって構成されて

おり，それぞれの指標に使用されるデータはす

べて一般的なサーベイや政府専門家による主観

的な評価を，２００を超える国について１９９６年以

降集約したものである。６項目は「発言の自由

と説明責任（Voice and accountability）」，「政治

的安定・暴力やテロがないこと（Political 

表２　変数の基本統計量（マイクロデータ）

最大値最小値標準偏差平均値観察数

３００.８７１.４２２１３,５９４行政への信頼
３００.９３１.４２１８７,８０８政府への信頼
３００.８５１.４４２０９,５４９報道機関への信頼

１００.５００.４９２１３,４３６男性
９９１５１５.８０４０.１６２１３,１７４年齢
１００.４８０.６４２１０,２２９有配偶
１０１２.３９４.５２１９１,４９６世帯所得スケール

パーセンテージ観察数教育レベル

３１.５４６７,３６３初等
４０.１７８５,７９８中等
２０.８２４４,４７９高等
７.４７１５,９５４欠損
１００２１３,５９４計

パーセンテージ観察数就業状態

３５.７３７３,３９７フルタイム
７.４２１５,２５０パートタイム
１１.４３２３,４７５自営
９.５９１９,６９４失業
３５.８３７３,６０２その他
１００２０５,４１８計

最大値最小値標準偏差平均値観察数

６.０５０.０７１.０７１.０８２０７,０１８一人あたりGDP
１.７０－１.７００.９１０.１５１３５,８６３WGI：発言の自由と説明責任
１.５８－２.０１０.９１－０.１２１３５,８６３WGI：政治的安定
２.１８－１.０８０.９１０.３０１３５,８６３WGI：行政の有効性
２.００－１.６９０.８８０.２９１３５,８６３WGI：規制の質
１.９８－１.３００.９６０.１４１３５,８６３WGI：法の支配
２.４４－１.３９１.０３０.１７１３５,８６３WGI：腐敗防止



stability and absense of violence）」，「行政の有

効性（Government effectiveness）」，「規制の質

（Regulatory quality）」，「法の支配（Rule of 

law）」，「腐敗防止（Control of corruption）」で

ある。

　もう一つのマクロレベル変数として「一人あ

たりGDP」を投入した（現在のUSドル換算）。

経済発展の度合いの代理変数であるが，経済発

展が公務員信頼に対して持つ効果についてあら

かじめ理論仮説を立てることはせず，結果を受

けて解釈を付与することにする。結果の解釈を

やりやすくするために，単位は１万ドルにして

ある。

　また，ほとんどの変数について推定結果の同

時性バイアスを危惧する必要はないと考えられ

る。「報道機関への信頼」に関しても，「報道機

関を信頼する人は政府を信頼しやすく／しにく

くなる」可能性は考えやすいが，その逆を想定

することは難しい。

　他方で，マイクロレベルの諸説明変数と撹乱

項との相関は十分に除去されていないと考える

べきだろう。「行政／政府への信頼」が「報道

機関への信頼」に影響する要素を無視できると

しても，これらの信頼の度合いが個人内，ある

いは特定の集団内で相関しており，この相関が

バイアスをもたらす可能性がある。一定程度の

個人属性は統制したものの，観察されない個性

によるバイアスは除去できていない。この点に

ついては留保が必要である３）。

　推 定 は 混 合 効 果 モ デ ル（mixed-effects 

model）によって行う。混合効果モデルとはC. 

R. Hendersonによって提唱された推定モデル

であり，一定の条件を持つデータにおいて，環

境要因に還元されない個体差についての不偏推

定量（Best Linear Unbiased Estimator）を得る
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ための分析手法である（Henderson １９７５；

Robinson １９９１；佐々木 ２００７）。いわゆる固定

効果モデル（fixed-effects model）が，通常はパ

ネルデータを利用して撹乱項に残った個体の特

性と個体内で変動する説明要因とのあいだの相

関に起因するバイアスを除去するための推定手

法であるのに対して（北村 ２００５），混合効果モ

デルは個体内で変動する要因＝環境要因を統制

した上で，個体の効果の差を推定・検定できる

という特徴がある。この意味で混合効果モデル

は「個人的属性の効果を統制した上で，日本の

位置づけを明らかにする」という本論文の目的

にかなっていると思われる。

　とはいえ，社会科学的分析では個体要因の推

定は最終的な目標にはなりえない（筒井 

２０１１）。い わ ゆ る「マ ル チ レ ベ ル 分 析

（multilevel analysis）」として使用されることが

多い混合効果モデルであるが（筒井・不破 

２００８），社会科学の調査観察データにおいて混

合効果モデルを利用する際には，留意しておく

べきことは実は多い。マルチレベル混合効果推

定を使ったこれまでの社会学的研究では混合効

果モデルの特性について十分に注意を払ってい

なかったところがある。以降の分析においても

混合効果独自の結果解釈が登場するので，ここ

で最低限の補足をしておく。

　混合効果モデルが最初に開発された家畜育種

学（animal breeding）の分野においては，計算

される推定量（BLUP）がそれ自体で意味を持

つ。家畜の能力（競走馬の足の速さや乳牛の乳

産出能力）が育種において参照されるデータに

なるためには，育成条件（環境要因）を除去し

た上で遺伝的能力評価がなされなければならな

いからである。BLUP法においては，遺伝的能

力は個体間の「真の」バラつきとして，つまり



変量効果（random effect）として推定される。

これに対して社会科学ではむしろ観察された現

象は固定効果の集積であり，変量効果は「観察

されない固定要因の集積」，つまり撹乱項とし

て想定され，通常は誤差の推定にのみ用いられ

る。

　では社会科学の調査観察データにおいて混合

効果モデルを用いるメリットはどこにあるのだ

ろうか。一つのメリットは，説明されるべき観

察値の分散が，どの「レベル」におけるものな

のかを発見できるということにある。観察デー

タは個人，時間，地域（国など）ごとにクラス

ター化されている傾向が強い。混合効果は，観

察値のレベルを識別できる場合，撹乱項分散を

レベルごとに推定できるため，「説明されるべ

き変量効果がどのレベルにあるのか」を明らか

にしてくれる。二つ目のメリットは，固定効果

の推定においても誤差の過小推定を防いだ上で

（条件がそろえば）有効推定量をもたらすとい

うことにある。

　最後に，混合効果モデルのよく知られた限界

としては，固定効果モデルやハウスマン・テイ

ラー推定（Hausman & Taylor １９８１；Baltagi et 

al. ２００３）に比べて内生的な固定効果のバイア

スを残してしまう可能性がある，という点があ

る。本分析におけるバイアスの可能性について

はすでに触れたので繰り返さない。

　推定するモデルは，「行政への信頼」と「政府

への信頼」のそれぞれについて，マクロ変数を

投入しないモデルと投入するモデル，対象国／

地域をOECD加盟国４）（および台湾と香港）に

限定しないモデルとするモデルを推定する。し

たがって計８つのモデルがある。また，「新

聞・雑誌」の効果についても国別の変量効果が

無視できないと想定し，ランダム係数の分散の
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推定を行った。

３．２　分析結果

　推定結果の一覧は表３と表４に示したが，固

定効果の結果を吟味する前に変量効果の推定結

果について検討する。変量効果の推定結果の一

覧は表５に示したが，図３にも同じ数値をプロ

ットしてある。いずれもマクロ変数を投入した

モデル（OECDに限らない対象）の変量効果で

ある。「新聞・雑誌への信頼」変数は中心化し

ていないため，値はこの変数が０であるときの

切片分散である。

　図３左のグラフをみると，まず切片における

日本の変量効果は「行政信頼」「政府信頼」の両

者とも低い位置にあり（それぞれ－０.３０６と

－０.８０８），特に政府信頼については最も低いレ

ベルにあることが分かる。参考までに係数の変

量効果については日本は平均的な位置にある

（図３右のグラフ）。以上から，個人属性および

今回使用したマクロ変数による固定効果を除去

した上でも，日本は（その他の何らかの理由に

より）公的セクターへの信頼度が低い，という

ことが分かった。

　次に表３と表４の結果の検討に戻る。まず

「新聞・雑誌」の固定効果であるが，いずれの

モデルにおいてもプラスの値をとり，０.１％水

準において統計学的にも有意である。「行政信

頼」と「政府信頼」の標準偏差が（観察ケース

をすべて含めたデータの場合）約１.４であるか

ら，０.２５から０.３４という今回得られた推定値は

かなり大きな相関であるということができる。

もちろんこの結果を因果関係として理解するこ

とはできないが，少なくとも投入された説明変

数の影響を除去しても両者の間の相関は無視で

きない，ということになる。日本の係数変量効
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表３　「行政への信頼」についての混合効果モデル推定結果
OECD限定全ての観察値

モデル４モデル３モデル２モデル１
固定効果

＊＊＊０.２５２＊＊＊０.２６１＊＊＊０.２９８＊＊＊０.２９５新聞・雑誌への信頼

調査年
＊＊＊０.７５６＊＊＊１.１６９１９８９
＊＊＊－０.１８９＊＊＊０.１５０１９９０

０.０４２１９９１
－０.０１０＊＊０.１４０１９９４

＊＊＊－０.１８０＊＊＊０.０７３１９９５
－０.２８３＊＊＊－０.１１４＊＊＊０.２０７＊＊＊０.１３７１９９６

＊＊０.１２１＊＊＊０.１６４１９９７
－０.６５７＊＊－０.１１７＊＊０.０７８＊＊＊０.１０３１９９８

＊＊－０.１２１０.０３９１９９９
－０.０６２＊＊＊－０.２３３＊＊＊０.２００＊＊＊０.０８８２０００

＊＊＊－０.１２２０.００２２００１
＊＊＊０.３１７＊＊＊０.３５５２００２
＊＊０.７２３０.３３３２００３

０.０８５＊＊＊－０.２４２０.０３１＊０.０４０２００５
０.２５２＊＊＊－０.１３６＊０.０５７０.０１４２００６
－０.３０４＊＊－０.１０７＊＊＊０.１９６＊＊＊０.１２５２００７

（Reference）２００８

＊＊－０.０２２＊＊＊－０.０２７＊－０.０１２＊＊＊－０.０１４男性ダミー

年齢
＊＊＊０.０９０＊＊＊０.１１２＊＊＊０.０５６＊＊＊０.０７０１０代

０.００９０.００００.０１１０.００５２０代
（Reference）３０代

－０.０１９－０.００４－０.００５０.００６４０代
＊０.０２７＊＊０.０３１＊＊＊０.０２８＊＊＊０.０３３５０代
＊＊＊０.０５３＊＊＊０.０７０＊＊＊０.０５０＊＊＊０.０５７６０代
＊＊＊０.０９１＊＊＊０.１０８＊＊＊０.０８０＊＊＊０.０９６７０代
＊＊＊０.１７１＊＊＊０.１８１＊＊＊０.１３７＊＊＊０.１４１８０代
＊＊０.３７２＊０.２３５０.１８５０.０８４９０代

教育レベル
＊＊－０.０２５０.００１＊０.０１３＊＊０.０１５初等

（Reference）中等
＊＊＊０.０５４＊＊＊０.０６０＊０.０１４＊＊０.０１４高等

－０.０２７０.０３４－０.０２７＊＊＊－０.０８７欠損

０.００２＊０.００３－０.００１－０.００１所得階層

＊＊＊０.０４６＊＊＊０.０４６＊＊＊０.０２６＊＊＊０.０２４有配偶ダミー

就業状態
（Reference）フルタイム

０.０１６０.００５－０.００８－０.００７パートタイム
＊＊－０.０３９＊＊＊－０.０４３＊＊＊－０.０５４＊＊＊－０.０６１自営
＊＊＊－０.０５９＊＊＊－０.０５８＊＊＊－０.０５２＊＊＊－０.０４３失業

０.００５０.００７＊＊－０.０２１＊－０.０１１その他

マクロ変数
０.１０１＊＊＊０.０９４一人あたりGDP

＊＊＊－０.６９０＊＊＊０.２１５WGI：発言の自由
－０.０３１＊＊＊－０.２１８WGI：政治的安定

＊＊＊１.００４＊＊＊０.２７１WGI：行政の有効性
＊＊＊－１.７０４＊＊０.１２５WGI：規制の質
＊＊＊－３.２８４－０.００６WGI：法の支配
＊０.７４２＊＊＊－０.２７２WGI：腐敗防止

＊＊＊５.５２４＊＊＊１.１３４＊＊＊０.５７８＊＊＊０.８８７切片

変量効果
０.０４５０.０５３０.０８８０.０８６「新聞・雑誌」係数
２.０９３０.１９１０.３４４０.２６３切片
０.７０５０.７２６０.７５７０.７６８残差

モデル統計量
４０,０６０６２,３４１１１２,９２５１７８,１３１観察数（N）

－４２９９３.９５３－６８５６６.３３－１２９１３５.２７－２０６１６２.７１対数尤度
１３７６.９１（３２）１９７０.４５（３２）１５３７.９７（３４）２７５０.０６（３５）ワルド|2統計量（自由度）

＊＝p<０.０５，＊＊＝p<０.０１，＊＊＊＝p<０.００１
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表４　「政府への信頼」についての混合効果モデル推定結果
OECD限定全ての観察値

モデル８モデル７モデル６モデル５
固定効果

＊＊＊０.２８３＊＊＊０.２８２＊＊＊０.３３５＊＊＊０.３１７新聞・雑誌への信頼

調査年

＊＊＊０.１８６＊＊＊０.２０９１９９０

＊＊＊０.６３７＊＊＊０.７９６１９９４
＊＊０.１３２＊＊＊０.１９４１９９５

＊＊０.４３１＊＊＊０.１６０＊＊＊０.５３３＊＊＊０.３０６１９９６
＊＊＊０.２３９＊＊＊０.４３６１９９７

＊０.４７９－０.０１１＊＊＊０.６５４＊＊＊０.３９４１９９８
＊＊＊０.２３５＊＊＊０.２２８１９９９

＊＊＊０.５０４＊＊＊０.２５１＊＊＊０.６４２＊＊＊０.５３４２０００
＊＊０.１０５＊＊＊０.２１１２００１

＊＊＊０.５８１＊＊＊０.３７１２００２
０.６１２０.１７１２００３

＊＊＊０.５８８＊＊＊０.２８２＊＊＊０.５８３＊＊＊０.４４２２００５
＊０.２６９＊＊＊０.２１４＊＊＊０.４５６＊＊＊０.３６６２００６
＊＊＊０.７９２＊＊＊０.４７３＊＊＊０.６３７＊＊＊０.４２６２００７

（Reference）２００８

－０.０１６＊－０.０１５－０.００７－０.００２男性ダミー

年齢
＊＊＊０.０７８＊＊＊０.０７１０.０１５＊＊＊０.０３６１０代

０.００６－０.００５－０.００６－０.００８２０代
（Reference）３０代

０.０２２０.０２０＊０.０１５＊０.０１４４０代
＊＊０.０３４＊＊０.０３４＊＊＊０.０３４＊＊＊０.０３２５０代
＊＊＊０.０８４＊＊＊０.０７９＊＊＊０.０７４＊＊＊０.０５９６０代
＊＊＊０.１２１＊＊＊０.１１０＊＊＊０.１１２＊＊＊０.１０１７０代
＊＊＊０.１８９＊＊＊０.１６８＊＊＊０.１７５＊＊＊０.１５１８０代
＊０.２９８＊＊０.３１００.１５７＊０.２２５９０代

教育レベル
＊＊０.０３１＊＊＊０.０６３＊＊＊０.０５３＊＊＊０.０７４初等

（Reference）中等
＊＊＊０.０６０＊＊＊０.０４４－０.００９－０.００８高等

－０.０２０＊＊＊０.０７１－０.０３７＊＊＊０.２１３欠損

０.００３＊＊０.００５＊＊－０.００４＊＊＊－０.００４所得階層

＊＊＊０.０６８＊＊＊０.０６９＊＊０.０４９＊＊＊０.０５０有配偶ダミー

就業状態
（Reference）フルタイム

０.００５０.０１０－０.０１１－０.００７パートタイム
０.０１２－０.００１＊－０.０２３＊＊－０.０２３自営

＊＊－０.０５３＊＊－０.０４１＊＊＊－０.０３２＊＊－０.０２５失業
０.０１５＊＊＊０.０３２０.００２０.００９その他

マクロ変数
０.０３６＊＊＊０.１２８一人あたりGDP

＊＊＊－０.５８８＊＊＊－０.１８９WGI：発言の自由
－０.０７０－０.０４４WGI：政治的安定

＊＊＊０.６１５０.０５２WGI：行政の有効性
＊＊－０.３７５＊＊＊－０.４０７WGI：規制の質
＊＊０.６３２＊＊＊０.３７４WGI：法の支配
＊＊－０.４６４＊＊＊０.２３７WGI：腐敗防止

０.４４７＊＊＊０.５７２＊＊０.２２９＊＊＊０.５７５切片

変量効果
０.０７００.０５１０.０９７０.０９２「新聞・雑誌」係数
０.２５１０.２１３０.４４６０.３８３切片
０.７６８０.７８７０.８０１０.８１２残差

モデル統計量
３９,６６７５９,０５３１０３,５０２１５６,６３９観察数（N）

－４５９０６.１７８－６９７２３.４９９－１２４２１５.４９－１８９９１６.９２対数尤度
１０２９.１４（３２）１７６４.７５（３１）１９７２.３８（３４）３０８１.７２（３３）ワルド|2統計量（自由度）

＊＝p<０.０５，＊＊＝p<０.０１，＊＊＊＝p<０.００１
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表５　変量効果の一覧
係数（新聞・雑
誌）変量効果
（政府信頼）

係数（新聞・雑
誌）変量効果
（行政信頼）

切片変量効果
（政府信頼）

切片変量効果
（行政信頼）

国名
（ISO ３１６６-１
alpha-３）

－０.０７７－０.１２１０.７９２－０.０３９ALB
－０.０１７－０.０６６－０.４５９－０.０７３AUS
０.１９８０.１５２－０.２９８０.３３８BFA
０.０３８－０.０１３０.６８１０.８１１BGD
０.０２８０.０２５０.２０４－０.０８４BGR
０.０２９０.０５１０.３５１０.６３８BIH
－０.０３８－０.０２７０.０８４０.５２０BLR
０.０６６－０.０４００.２４５０.２５３BRA
－０.０８１－０.０６６－０.５４５－０.０２７CAN
－０.０７６－０.０３０－０.３６３－０.０５９CHE
０.００４０.０４１－０.０２７－０.１８７CHL
－０.０４７０.０４７０.６９３０.６８０CHN
０.０８８０.００３０.１２０－０.４３０COL
０.０６１０.０３３０.０５９－０.０７６CYP
－０.００８－０.０５８－０.３４３－０.０５５CZE
－０.０７６－０.０５８－０.６９４－０.３０３DEU
－０.０４９－０.０４１－０.２５７－０.３４２DOM
０.０３４－０.００７０.０２３０.０３２DZA
－０.０１８－０.０１４－０.０７９０.５７８EGY
－０.０７４－０.０２５－０.３１６－０.４６６ESP
０.００４－０.０２００.５６３－０.０６２EST
０.３９１０.３６２－０.８６７－０.３８２ETH
－０.０７６－０.０２４－０.４０６０.００４FIN
０.０３５０.００５－０.７９２－０.１９２FRA
０.０６３－０.０１１－０.４４３－０.１５２GBR
０.１０２０.０３５０.５４７－０.０７８GEO
０.００３０.０３５０.５３００.３４４GHA
－０.０９２－０.１５１０.２８４－０.２０９GTM
－０.０２４－０.０１９－０.４４６０.１８６HKG
０.１８５０.０７５０.３４５－０.１７６HRV
０.０６１０.１０４０.４８９－０.０９５IDN
０.０９００.１０００.０１４－０.２４７IND
－０.０３８０.０００－０.２６４０.３３０IRN
－０.０３２－０.０１３－０.１６０－０.２４３ITA
－０.０７０－０.０７５－０.８０８－０.３０６JPN
－０.０７８－０.０６４０.０００－０.３９８KGZ
０.００８－０.０７５－０.２７７０.２９４KOR
－０.０４２－０.１０００.６０９－０.２４０LVA
０.１７８０.０８９－０.２６２０.１０９MAR
－０.０２９－０.０５８０.１３６０.１５１MDA
０.０５５０.０８１０.１４３－０.６０８MEX
０.１１３０.１９８－０.３５５－０.３８９MKD
０.０６１０.１２９０.５０００.４２０MLI
０.０１３－０.０７３０.３７００.４９３MYS
０.０５５０.１３２０.０８９０.２４９NGA
－０.０６６－０.０８５－０.６９１－０.３７３NLD
－０.１１７－０.１１９－０.１２００.０１５NOR
－０.１０２－０.０４５－０.７３５－０.１３１NZL
０.０００－０.０３８０.５４０－０.５４６PER
－０.０７６－０.０７５－０.１８７－０.３４７POL
－０.０５３－０.１０９－０.０６８０.０４１ROU
０.０１６－０.０１１０.１９６０.２７２RUS
０.０８８－０.０４８－０.１４４０.１４１SVK
－０.０６００.０３０－０.４０７－０.３９１SVN
－０.１４２－０.１０７－０.４０３０.１７６SWE
０.０５３０.０３８－０.２２８－０.２４７THA
０.０４９０.００６０.２４６－０.３１１TTO
－０.２４８－０.０５３０.４４８０.１２１TUR
０.０１８０.００６０.３１４０.１２２UKR
－０.０４７－０.００２０.１３０－０.１８６URY
－０.１０１－０.０２３－０.３３１－０.４１８USA
－０.０１１０.０２３０.１０２－０.４０１VEN
－０.１３２０.１６０１.３６５０.９０６VNM
－０.００３０.０１３０.４４６－０.１２７ZAF
０.０１３０.００３０.１１８０.３２４ZMB



果は「行政」と「政府」でそれぞれ－０.０７５と－

０.０７０であるから，基本的に日本においても公

的セクターへの信頼は「新聞・雑誌」への信頼

とプラスの関係にあることが分かる。「行政」

における「新聞・雑誌」係数の変量効果が最も

小さいのはグアテマラで－０.１５１であるが，そ

れでも固定効果と合わせると明らかにプラスの

関係である。ただ，「政府」においてはトルコ

の－０.２４８が極端に小さく，プラスの固定効果

をほぼ帳消しにしている。次に小さいのはスウ

ェーデンの－０.１４２であり，こちらは「行政」と

同様にプラスの関係が維持されている。要する

に，公的セクターへの信頼と報道機関への信頼

が，ほとんどの国／地域においてもかなりはっ

きりとしたプラスの関係にあることが確認でき

る。

　最後にマクロ変数についてである。一人あた

りGDPについては，OECDに限らない対象を

使ったモデル（１，２，５，６）においてプラ

スの効果が推定されている。一般に，ガバナン

ス指標が一定だとすれば経済発展は（少なくと
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も一定の経済発展段階までは）公的セクターの

信頼を促進するようである。

　次にガバナンス指標であるが，対象国を

OECDに限定するかどうかで効果が異なるもの

があり，かつ理論的に想定できる結果から逸脱

しているものも多い。「発言の自由と説明責任」

は，モデル１以外ではマイナスの効果を示して

いる。「政治的安定性」はモデル１でのみマイ

ナスの効果，他のモデルでは有意な効果は認め

られない。「行政の有効性」は，唯一理論的な

想定に沿った結果を示している。「規制の質」

は「発言の自由と説明責任」と同じくモデル１

以外ではマイナスである。「法の支配」は「行

政の信頼性」と「政府の信頼性」とで逆の効果

を示している。「腐敗防止」は全体モデルと

OECDモデルとで結果が逆で，しかも「行政」

と「政府」でも結果は逆である。

４　考察と課題

　以上の結果を受けて考察を行う。

図３　切片および係数の変量効果
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　まずは「新聞・雑誌への信頼」の効果である

が，すでにみたように変量効果によるバラつき

を考慮しても，なおほとんどの国においてプラ

スである。個人レベル，社会レベルにおける撹

乱項相関によるバイアスもあるだろうが，少な

くとも投入した説明変数の影響を除去してもな

おプラスの関係を保っているということは，や

はり全体的には「新聞・雑誌への信頼」と行

政・政府への信頼は正の相関の関係にあるとい

えそうである。

　そうなると，日本において集計データのレベ

ルでは「新聞・雑誌への信頼」の平均スコアが

高く，かつ公的セクターへの信頼が低いのはな

ぜなのだろうか。少なくとも個人レベルでは日

本でも「新聞・雑誌への信頼」が高い人が公的

セクターに対してより高い信頼を寄せているわ

けであるから，理由は国に特有のマクロレベル

の何らかの要因，しかも今回投入した経済的豊

かさやガバナンス指標ではない要因によって説

明されるべきことである，ということになる。

本論文ではこれ以上は推測をしないが，日本に

おいて公的セクターへの信頼が低い理由と報道

機関への信頼が高い理由はそれぞれ別個に検討

されるべき課題である可能性が高いだろう。つ

まり公的セクターへの信頼の低さが何らかの要

因によって生まれ，報道機関への信頼はその低

さをプラス方向に修正する力はあるが，それで

も国際水準からすれば全体的に低い水準にとど

まっている，というわけである。「日本では報

道機関が政治家や公務員に対して敵対的であ

り，その結果報道機関への信頼の高さが公的セ

クターへの不信につながっている（報道をその

まま受け止める人は政府や行政に対して不信感

を強める）」という仮説を支持する証拠は，少

なくとも今回の分析からは見出されなかった。
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　留意点としては，すでに述べたような質問文

の翻訳の問題がある。おそらく英語圏の国では

“the press”はニュース専門局などを含む報道

機関という意味合いが強いだろうが，「新聞・

雑誌」という日本語にはテレビニュースは含ま

れないだろう。新聞とテレビの報道への信頼度

の差については経験的なデータがないが，検討

に値する課題である５）。

　次にガバナンス指標の効果である。単純な理

論的予想としては，ガバナンス指標がプラスの

国（／社会）の方が公的セクターへの信頼が大

きくなるはずである。ガバナンス指標がサーベ

イによって収集された主観的評価データに基づ

いたものであることを考えれば，なおさらであ

る。しかし実際には，必ずしも良いガバナンス

であると評価されている国において公的セクタ

ーへの信頼が高くなるわけではない。推測にな

るが，理由をいくつか考えてみよう。

　まずガバナンス指標はマクロ変数であるた

め，観察数が多い，あるいは全体的な傾向から

外れ気味にある国の影響を被りやすいというこ

とがある。観察数の影響は混合効果最尤推定に

よりある程度補正ができているが，観察回数の

影響は残っている。

　次に，小池（２０１０）が指摘するような権威主

義的な（「強い」）政府と，一部には経済発展を

優先することでそれを受け入れる国民の意識の

影響を指摘できるだろう。要するに，アジアに

典型的に見られるような開発主義的な国家で

は，自分たちの生活を豊かなものにしてくれる

という期待があるため，ガバナンスの面で評価

が低い場合でも，あるいは非民主的な政府でも

信認が厚い，という考え方である。

　しかし以上の説明では理解できない部分も大

きい。実際，OECD（正確にいえばOECDのう



ち今回のデータで観察された国および台湾と香

港）に限定した場合の方が，効果がマイナスに

なるガバナンス指標は多い。また，各ガバナン

ス指標は互いの相関が高いため（０.７１から

０.９５），いわゆる多重共線性による推定の不安

定性が疑われるが，別途６つの指標を合算した

変数で置き換えて推定しても（結果の表は省略

している），モデル２では有意な効果がなく，

モデル４ではマイナスの有意な効果が認められ

た。モデル６と８ではプラスの効果が有意であ

ったが，合算した変数でレンジが－６.２７～１１.４６

と広くなったのにもかかわらず，推定された信

頼増進効果はそれぞれ０.０１４と０.０４１で，きわめ

て弱いものであった。

　もうひとつの解釈の仕方としては，本論文の

前半で考察した「安心と信頼」の区別でいえ

ば，公的セクターへの信頼という質問が回答者

にとっては「人格への信頼」として把握された

ために，「安心」の仕組みとしてのガバナンス

とは無関連に公的セクターへの信頼が決定され

ているという可能性も提示できるかもしれな

い。さらには，これもすでに説明したように安

心をもたらす制度設計は信頼の欠如のゆえに強

調されるのかもしれない。言ってみれば，「政

治家や役人は根本的に信頼できないから，ガバ

ナンスの制度はしっかりとしていなければなら

ない」という方針のもとに制度が作られている

可能性である。ただ，信頼に「制度（仕組み）

に対する信頼」という意味合いを含ませる人が

少ないとは考えにくいので，この解釈には少々

無理があるかもしれない。

　以上から，いわゆる権威主義国家，開発主義

政府という「撹乱」要因の効果を含めて，ガバ

ナンスの良好さと公的セクターへの信頼とは単

純な関係ではないことが改めて明らかになった
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といえるだろう。

　この論文の分析は，使用されている変数や推

定モデルの制約から，公的セクターへの信頼を

めぐる２つの「謎」をあらためて確認するにと

どまっている。ひとつは日本における公的セク

ターへの不信と報道機関への信頼との関係であ

る。そしてより一般的な観点からは，公的セク

ターへの信頼とガバナンスの良さとの無相関，

あるいはマイナスの関係である。この論文で２

つの謎に積極的に解を与えたわけではないが，

それでも記述レベルの分析や集計データからの

類推によって謎への答えとすることはできな

い，ということは明らかにしたと思われる。

注
１） ほんの一部であるが，若林亜紀（２００８）や福
岡政行（２０１０）など。

２） 国際比較調査の場合，どうしても質問文で使
用する語の翻訳の問題がつきまとう。各国の調
査票を作成するもとになる共通調査票では
“civil service”という言葉が使われており，こ
れは公務員を指すこともあるが，日本語の調査
票では対応する語句は「行政」となっている。
行政は英語で言えばpublic administrationある
いはgovernmentであり，「政府」により近いニ
ュアンスを持っている。また，“the press”の
対応語が「新聞・雑誌」になっているが，press
は本来ならば「報道機関」という言葉により近
いニュアンスを持つといえる。本論文の結果を
解釈する際には以上のことを十分に留意してほ
しい。

３） 一般的な調査によっては観察できない個人レ
ベルの要因によるバイアスを除去するために
は，操作変数推定かパネルデータ分析を行う必
要があるが，今後の課題とする。

４） 加盟の有無は２０１１年次点での状態において判
断しており，それを調査年を遡って適用したの
で，注意してほしい。ここではAUS，CAN，
CHE，CHL，CZE，DEU，ESP，EST，FIN，



FRA，GBR，HUN，ITA，JPN，KOR，MEX，
NLD，NOR，NZL，POL，SVK，SWE，TUR，
USAの２４ヶ国がそれにあたる。

５） たとえば猪口（２００３）が使用している「アジ
ア・ヨーロッパ世論調査（２０００）」では「マスメ
ディア」に対する信頼が測定されているが，日
本の信頼度の数値は他国と比べて決して高くな
い。
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Abstract: In Japan, there has been strong pressure for downsizing public sector employment 

despite the fact that Japan’s public sector employment is already at the lowest scale among OECD 

member countries. One plausible reason for this paradox is that Japanese people have a strong 

distrust toward civil servants and political leaders, compared to other advanced countries. This 

study first confirms this distrust statistical evidence. The next question, the reason for this 

distrust, is explored according to the hypothesis that a high level of trust in the press in Japan 

leads to distrust in the public sector, as the press is expected to criticize it. Analysis using World 

Value Survey data suggests this hypothesis does not hold. Another question is the well-known fact 

that in countries with low quality public sector governance, people tend to have high confidence in 

their politician and civil servant. The existence of this paradox is partly confirmed, while results 

suggest we need more detailed analysis to explicate it.
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